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(57)【要約】
【課題】ポリカーボネート樹脂等の成形品のハードコートとして非常に表面硬度が高く、
樹脂成形品に対する密着性や金型への追従性に優れた射出成形用ハードコートフィルム積
層体、及びその製造方法を提供する。
【解決手段】基材層を形成するポリカーボネート樹脂等のフィルムの片面に、光硬化性を
有する籠型シルセスキオキサン樹脂を含んだ光硬化性樹脂組成物を塗布して硬化させるこ
とで、厚さが２０μｍ以上であり、波長５５０ｎｍでの透過率が９０％以上であって、且
つ、ガラス転移温度が２３０℃以上のハードコート層を形成して射出成形用ハードコート
フィルム積層体を得るようにする。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリカーボネート、ポリメタクリル酸メチル、及びポリエチレンテレフタレートからな
る群から選ばれた１種の樹脂の単層又は２種以上の複数層からなる基材層と、該基材層の
片面に積層一体化されたハードコート層とを備えた射出成形用ハードコートフィルム積層
体であって、前記ハードコート層は、光硬化性を有する籠型シルセスキオキサン樹脂を含
有した光硬化性樹脂組成物を硬化させて厚みが２０μｍ以上からなり、波長５５０ｎｍで
の透過率が９０％以上であって、且つ、ガラス転移温度が２３０℃以上であることを特徴
とする射出成形用ハードコートフィルム積層体。
【請求項２】
　前記籠型シルセスキオキサン樹脂は、下記一般式（１）：
　　　ＲＳｉＸ3　　　・・・（１）
〔式（１）中、Ｒは（メタ）アクリロイル基を有する有機官能基又はビニル基を示し、Ｘ
はアルコキシ基、又はアセトキシ基から選ばれる加水分解基を示す。〕で表わされるケイ
素化合物を有機極性溶媒及び塩基性触媒存在下で加水分解反応させると共に一部縮合させ
、得られた加水分解生成物を更に非極性溶媒及び塩基性触媒存在下で再縮合させて得られ
るものであることを特徴とする請求項１に記載の射出成形用ハードコートフィルム積層体
。
【請求項３】
　前記籠型シルセスキオキサン樹脂が、下記一般式（２）：
　　　［ＲＳｉＯ3/2］n　　　・・・（２）
〔式（２）中、Ｒは（メタ）アクリロイル基を有する有機官能基又はビニル基を示し、ｎ
は８、１０、１２又は１４を示す。〕で表わされる籠型シルセスキオキサン樹脂であるこ
とを特徴とする請求項１又は２に記載の射出成形用ハードコートフィルム積層体。
【請求項４】
　前記Ｒが、下記一般式（３）：
【化１】

〔式（３）中、Ｒ1は水素原子又はメチル基を示し、ｍは１～３の整数を示す。〕で表わ
される有機官能基であることを特徴とする請求項２又は３に記載の射出成形用ハードコー
トフィルム積層体。
【請求項５】
　前記ハードコート層側の表面にプラスチックフィルムのカバー層を更に備えることを特
徴とする請求項１～４のうちいずれか一項に記載の射出成形用ハードコートフィルム積層
体。
【請求項６】
　基材層の厚みが３０～３００μｍの範囲であることを特徴とする請求項１～５のうちい
ずれか一項に記載の射出成形用ハードコートフィルム積層体。
【請求項７】
　ポリカーボネート、ポリメタクリル酸メチル、及びポリエチレンテレフタレートからな
る群から選ばれた１種の樹脂の単層又は２種以上の複数層からなる基材層とハードコート
層とが積層一体化された射出成形用ハードコートフィルム積層体の製造方法であって、基
材層の片面に光硬化性を有する籠型シルセスキオキサン樹脂を含んだ光硬化性樹脂組成物
を塗布して硬化させることで、厚さが２０μｍ以上であり、波長５５０ｎｍでの透過率が
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９０％以上であって、且つ、ガラス転移温度が２３０℃以上のハードコート層を形成する
ことを特徴とする射出成形用ハードコートフィルム積層体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、射出成形用ハードコートフィルム積層体及びその製造方法に関し、例えば、
自動車、航空機、ビル、学校、各商店などの窓ガラスや、自動車、航空機などの灯具カバ
ー、照明カバーのほか、パソコンや携帯型電子機器などの筐体や各種部品をはじめとして
幅広く利用されているポリカーボネート樹脂、ＰＭＭＡ（ポリメタクリル酸メチル）樹脂
、又はＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）樹脂の成形品の製造に必要な射出成形用ハ
ードコートフィルム積層体及びその製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、ポリカーボネート等の熱可塑性樹脂の射出成形品は、ガラスや金属に比べて軽量
であることなどの理由から、これらの代替材料として広く使用されている。しかし、ポリ
カーボネート樹脂等はガラスよりも表面硬度が低く傷が付きやすいことから、それを防ぐ
ために表面に塗料を塗布したり、硬化性フィルムを貼り合わせるなどして表面を保護する
ことが行われている。
【０００３】
　例えば、特開２００８－２６０２０２号公報（特許文献１）には、ポリカーボネート樹
脂とポリエステル樹脂とを含んだ混合樹脂組成物からなる基材層と、アクリル系ポリマー
を含んだ紫外線硬化型樹脂組成物の硬化物からなるハードコート層とを備えた射出成形用
ハードコートフィルムに係る発明が記載されている。また、特開２００２－１７５９号公
報（特許文献２）には、樹脂フィルムに硬化性のコーティング剤を塗布して該コーティン
グ剤を半硬化した後、これを金型内に装着してポリカーボネート樹脂を射出成形し、樹脂
フィルムを剥離してから更にコーティング剤を硬化させて表面硬化されたポリカーボネー
ト樹脂成形品の製造方法に係る発明が記載されている。そしてこの特許文献２には、Ｒn

Ｓｉ(ＯＨ)4-nの構造を有するオルガノシランにコロイダルシリカを添加したシリコーン
系コーティング剤や、アクリル系コーティング剤が好ましいものとして挙げられている。
【０００４】
　ところが、これまで射出成形樹脂の表面を保護するハードコートとして主に使用されて
いるアクリル系やシリコーン系のコーティング剤では、耐傷付性の点で十分であるとは言
えない。また、樹脂成形品がより幅広い用途で使用されるようになるためには、表面硬度
を十分発現せしめることができながら射出成形品に対する密着性に優れ、しかも、金型へ
の追従性を同時に満足できるようなハードコートフィルム積層体が更に必要となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－２６０２０２号公報
【特許文献２】特開２００２－１７５９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、上述した課題を解決するためになされたものであり、ポリカーボネート樹脂
、ＰＭＭＡ樹脂、又はＰＥＴ樹脂の成形品のハードコートとして非常に表面硬度が高く、
樹脂成形品に対する密着性や金型への追従性に優れた射出成形用ハードコートフィルム積
層体を提供することを目的とする。また、本発明は、このような射出成形用ハードコート
フィルム積層体を製造する方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
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　前記目的を達成するために本発明者等は鋭意検討した結果、光硬化性を有する籠型シル
セスキオキサン樹脂を含有した光硬化性樹脂組成物を硬化させてハードコート層とし、こ
れをポリカーボネート、ポリメタクリル酸メチル、又はポリエチレンテレフタレートの１
種以上を含んだ基材層と積層一体化して金型内に装着することで、ポリカーボネート樹脂
、ＰＭＭＡ樹脂、又はＰＥＴ樹脂の成形品の表面に、基材層を介して高い表面硬度のハー
ドコートを密着性良く形成することができ、しかも、金型に対する追従性も満足できるこ
とを見出し、本発明を完成した。
【０００８】
　すなわち、本発明の要旨は次のとおりである。
［１］ポリカーボネート、ポリメタクリル酸メチル、及びポリエチレンテレフタレートか
らなる群から選ばれた１種の樹脂の単層又は２種以上の複数層からなる基材層と、該基材
層の片面に積層一体化されたハードコート層とを備えた射出成形用ハードコートフィルム
積層体であって、前記ハードコート層は、光硬化性を有する籠型シルセスキオキサン樹脂
を含有した光硬化性樹脂組成物を硬化させて厚みが２０μｍ以上からなり、波長５５０ｎ
ｍでの透過率が９０％以上であって、且つ、ガラス転移温度が２３０℃以上であることを
特徴とする射出成形用ハードコートフィルム積層体。
【０００９】
［２］前記籠型シルセスキオキサン樹脂は、下記一般式（１）：
　　　ＲＳｉＸ3　　　・・・（１）
〔式（１）中、Ｒは（メタ）アクリロイル基を有する有機官能基又はビニル基を示し、Ｘ
はアルコキシ基、又はアセトキシ基から選ばれる加水分解基を示す。〕で表わされるケイ
素化合物を有機極性溶媒及び塩基性触媒存在下で加水分解反応させると共に一部縮合させ
、得られた加水分解生成物を更に非極性溶媒及び塩基性触媒存在下で再縮合させて得られ
るものであることを特徴とする［１］に記載の射出成形用ハードコートフィルム積層体。
【００１０】
［３］前記籠型シルセスキオキサン樹脂が、下記一般式（２）：
　　　［ＲＳｉＯ3/2］n　　　・・・（２）
〔式（２）中、Ｒは（メタ）アクリロイル基を有する有機官能基又はビニル基を示し、ｎ
は８、１０、１２又は１４を示す。〕で表わされる籠型シルセスキオキサン樹脂であるこ
とを特徴とする［１］又は［２］に記載の射出成形用ハードコートフィルム積層体。
【００１１】
［４］前記Ｒが、下記一般式（３）：
【化１】

〔式（３）中、Ｒ1は水素原子又はメチル基を示し、ｍは１～３の整数を示す。〕で表わ
される有機官能基であることを特徴とする［２］又は［３］に記載の射出成形用ハードコ
ートフィルム積層体。
【００１２】
［５］前記ハードコート層側の表面にプラスチックフィルムのカバー層を更に備えること
を特徴とする［１］～［４］のうちいずれか一項に記載の射出成形用ハードコートフィル
ム積層体。
【００１３】
［６］基材層の厚みが３０～３００μｍの範囲であることを特徴とする［１］～［５］の
うちいずれか一項に記載の射出成形用ハードコートフィルム積層体。
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【００１４】
［７］ポリカーボネート、ポリメタクリル酸メチル、及びポリエチレンテレフタレートか
らなる群から選ばれた１種の樹脂の単層又は２種以上の複数層からなる基材層とハードコ
ート層とが積層一体化された射出成形用ハードコートフィルム積層体の製造方法であって
、基材層の片面に光硬化性を有する籠型シルセスキオキサン樹脂を含んだ光硬化性樹脂組
成物を塗布して硬化させることで、厚さが２０μｍ以上であり、波長５５０ｎｍでの透過
率が９０％以上であって、且つ、ガラス転移温度が２３０℃以上のハードコート層を形成
することを特徴とする射出成形用ハードコートフィルム積層体の製造方法。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明ではポリカーボネート、ポリメタクリル酸メチル、又はポリエチレンテレフタレ
ートの１種以上を含んだ基材層と所定の光硬化性樹脂組成物を硬化させたハードコート層
との積層構造体にすることにより、十分な表面硬度を保ったまま、フィルムインサート成
形に使える効果が生ずる。すなわち、本発明の射出成形用ハードコートフィルム積層体は
、光硬化性を有する籠型シルセスキオキサン樹脂を含有した光硬化性樹脂組成物からハー
ドコート層を形成するため、金型への追従性に優れ、しかも、射出成形品の表面に対して
高い表面硬度を付与せしめることができる。また、ポリカーボネート、ポリメタクリル酸
メチル、又はポリエチレンテレフタレートの１種以上を含んだ基材層を介して射出成形品
の表面にハードコート層を形成することから、密着性に優れて、ハードコート層が剥がれ
てしまうようなことを防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】図１は、本発明のハードコートフィルム積層体を示す断面模式図である。
【図２】図２は、本発明のハードコートフィルム積層体を用いてインサート成型する様子
を示す断面模式図である。
【図３】図３は、インサート成型によって得られた射出成形体を示す断面模式図である。
【図４】図４は、本発明のハードコートフィルム積層体におけるハードコート層のみの光
線透過率を示す。
【図５】図５は、本発明のハードコートフィルム積層体におけるハードコート層のみのガ
ラス転移温度の測定結果を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　図１に、本発明の射出成形用ハードコートフィルム積層体１の一実施形態を示す。この
ハードコートフィルム積層体１は、ポリカーボネート、ＰＭＭＡ、及びＰＥＴからなる群
から選ばれた１種の樹脂の単層又は２種以上の複数層からなる基材層４の片面にハードコ
ート層２とプラスチックフィルムのカバー層３が積層一体化されたものからなる。基材層
を形成する樹脂はフィルム状のものを用いるのがよく、好適には、ポリカーボネート、Ｐ
ＭＭＡ、及びＰＥＴからなる群から選ばれた１種の樹脂フィルムを単独で基材層として用
いてもよく、２種以上の樹脂フィルムを積層させた複数層のものを基材層として用いても
よい。なかでも、ポリカーボネートフィルム、ＰＭＭＡフィルム、若しくはＰＥＴフィル
ムの単層からなる基材層、又は、ポリカーボネートフィルムとＰＭＭＡフィルムとが２枚
貼り合わされた基材層がより好適である。
【００１８】
　また、基材層の厚みについては、単層からなる場合と複数層からなる場合を含めて３０
～３００μｍの範囲であることが好ましい。３０μｍより小さいと基材層としての強度が
不足し、破断する恐れがある。反対に、３００μｍより大きいと射出成形時に金型形状へ
の追従性が低下する。また、本発明で用いるポリカーボネート、ＰＭＭＡ、及びＰＥＴの
各樹脂には、それぞれ紫外線吸収剤、可塑剤、顔料等を添加剤として使用しても差し支え
ない。なお、本発明において、射出成形用ハードコートフィルム積層体の全体の厚みは特
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に制限されず、各層それぞれで説明する好適な厚み範囲を有したものにするのが好ましい
。
【００１９】
　本発明において、前記ハードコート層２は、光硬化性を有する籠型シルセスキオキサン
樹脂を含有した光硬化性樹脂組成物を硬化させて厚みが２０μｍ以上からなり、ガラス転
移温度が２３０℃以上であって、且つ、波長５５０ｎｍでの透過率が９０％以上の透明な
樹脂層からなることを特徴とするものである。
【００２０】
　このようにハードコート層（透明樹脂層）の厚みは２０μｍ以上であり、好ましくは２
０～４００μｍの範囲であり、より好ましい厚みは５０～８０μｍの範囲である。厚みが
２０μｍに満たない場合には十分な表面硬度を得ることができず、反対に厚みが４００μ
ｍを超えると柔軟性が損なわれ、例えば曲面を有するような成型物を得ることが困難とな
る。
【００２１】
　本発明のハードコートフィルム積層体を自動車や航空機の窓ガラス用として使用するこ
とを想定すると、直射日光により表面が高温となる。また、パソコンや携帯型電子機器な
どの筐体用として使用する場合には、機器内部に熱が発生する。そのため、ハードコート
層は熱による変形を防ぐために耐熱性が必要となり、ガラス転移温度２３０℃以上、好適
には２５０℃以上であることが必要である。また、自動車や航空機の窓ガラスやパソコン
や携帯型電子機器の液晶表示部分では視認性を確保するため波長５５０ｎｍでの透過率が
９０％以上必要となる。
【００２２】
　また、このような透明樹脂層（ハードコート層）は、光硬化性を有する籠型シルセスキ
オキサン樹脂を含有する光硬化性樹脂組成物を硬化させてなる層である。このような光硬
化性樹脂組成物における前記籠型シルセスキオキサン樹脂の含有量は、光硬化性樹脂組成
物の質量に対して、３質量％以上となる量であることが好ましく、５～７０質量％の範囲
内であることがより好ましい。前記含有量が３％未満では射出成型用ハードコートフィル
ム積層体において透明樹脂層のガラス転移温度が低くなる傾向にあるため射出成型時の金
型温度での耐熱性が不十分となりやすい傾向にある。他方、前記含有量が前記上限を超え
ると、透明樹脂層の靭性が損なわれ、ハンドリングにより表面にクラック発生等の外観不
良が発生しやすい傾向にある。このように籠型シルセスキオキサン樹脂の含有量を調節す
ることにより、透明樹脂層のガラス転移温度を調節することができ、例えば、前記籠型シ
ルセスキオキサン樹脂の含有量が同じ場合でも、前記籠型シルセスキオキサン樹脂と併用
する他の樹脂等のガラス転移温度により変動するため、前記籠型シルセスキオキサン樹脂
の含有量を適宜調節することにより、透明樹脂層のガラス転移温度を調節することができ
る。なお、ハードコート層のガラス転移温度の上限値は、有機物を含んでいることを考慮
すると４５０℃程度である。
【００２３】
　本発明にかかる籠型シルセスキオキサン樹脂は、光硬化性を有する籠型シルセスキオキ
サン樹脂である。このような籠型シルセスキオキサン樹脂としては、例えば下記一般式（
１）：
　　　ＲＳｉＸ3　　　・・・（１）
で表わされるケイ素化合物を有機極性溶媒及び塩基性触媒存在下で加水分解反応させると
共に一部縮合させ、得られた加水分解生成物を更に非極性溶媒及び塩基性触媒存在下で再
縮合させてなるものが挙げられる。なお、前記一般式（１）において、Ｒは（メタ）アク
リロイル基を有する有機官能基又はビニル基を示し、Ｘはアルコキシ基、アセトキシ基等
の加水分解基を示す。
【００２４】
　また、本発明においては、このような籠型シルセスキオキサン樹脂が、下記一般式（２
）：
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　　　［ＲＳｉＯ3/2］n　　　・・・（２）
で表される籠型シルセスキオキサン樹脂であることが好ましい。なお、前記一般式（２）
において、Ｒは（メタ）アクリロイル基を有する有機官能基又はビニル基を示し、ｎは８
、１０、１２又は１４を示す。
【００２５】
　さらに、本発明においては、前記Ｒが、一般式（３）：
【化２】

で表わされる有機官能基であることが好ましい。なお、前記一般式（３）において、Ｒ1

は水素原子又はメチル基を示す。また、前記一般式（３）において、ｍは１～３の整数を
示す。
【００２６】
　このような籠型シルセスキオキサン樹脂は、樹脂中のケイ素原子全てに（メタ）アクリ
ロイル基を有する有機官能基からなる反応性官能基を有し、且つ、分子量分布及び分子構
造の制御された籠型シルセスキオキサン樹脂であることが好ましい。また、このような籠
型シルセスキオキサン樹脂の分子構造は、完全に閉じた多面体でなくてもよく、例えば、
一部が開裂したような構造であってもよい。また、このような籠型シルセスキオキサン樹
脂の平均分子量も特に限定されず、このような籠型シルセスキオキサン樹脂がオリゴマー
であってもよい。
【００２７】
　本発明にかかる光硬化性樹脂組成物は、前記籠型シルセスキオキサン樹脂を含有するも
のである。また、本発明でいう光硬化性樹脂組成物とは、活性エネルギー線を照射して硬
化可能な樹脂組成物であればよく、特に制限されない。このような光硬化性樹脂組成物に
は、前記籠型シルセスキオキサン以外に他の樹脂が含まれていてもよい。このように籠型
シルセスキオキサン樹脂と混合して用いることができる他の樹脂としては籠型シルセスキ
オキサン樹脂と相溶性及び反応性を有する樹脂であればよく、特に限定されないが、例え
ば（メタ）アクリル基を有する樹脂として（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸メチ
ル等が挙げられ、前記籠型シルセスキオキサンとは直接反応性を有していないが、併用可
能な樹脂として、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、シリコーン樹脂が挙げられる。また、こ
のような光硬化性樹脂組成物は、光硬化性を阻害しない範囲であれば、フィラー系添加物
を更に含有していてもよい。フィラー系添加物の具体例としては、シリカ、アルミナ、酸
化チタン等の微粒子フィラーや、ガラスファイバー短繊維又は長繊維、スチレンやポリエ
ステル等のプラスチック繊維が挙げられる。
【００２８】
　また、このような光硬化性樹脂組成物は、通常、光重合開始剤を更に含有する。このよ
うな光重合開始剤としては、例えば、アルキンフェノン系、アシルフォスフィンオキサイ
ド系、チタンセン系等の光重合開始剤が挙げられる。このような光重合開始剤の具体例と
しては、α－ヒドロキシアルキルフェノン、ビアセチルアセトフェノン、ベンゾフェノン
、ベンジル、ベンゾイルイソブチルエーテル、ベンジルジメチルケタール、(1-ヒドロキ
シシクロヘキシル)フェニルケトン、(1-ヒドロキシ－1-メチルエチル)フェニルケトン、(
α-ヒドロキシイソプロピル)(ｐ-イソプロピルフェニル)ケトン、ジエチルチオキサント
ン、エチルアンスラキノン、ビス(ジエチルアミノ)ベンゾフェノン等が挙げられる。
【００２９】
　なお、このような光硬化性樹脂組成物としては、粘度調整等のために、公知の溶媒を希
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釈剤として含有しているものを使用してよいが、溶媒の揮発除去工程を考慮すると時間を
要し生産効率が低下するという観点、並びに硬化フィルム内部に残留溶媒等が存在し成形
フィルムの特性低下につながるという観点から、溶媒の含有量が５％以下のものを使用す
ることが好ましく、溶媒を含有していないものを使用することがより好ましい。
【００３０】
　次に、以上説明した本発明の射出成形用ハードコートフィルム積層体を製造する方法に
ついて説明する。本発明の射出成形用ハードコートフィルム積層体は、例えば、基材層と
してポリカーボネートフィルムを単独で用いる場合には、ポリカーボネートフィルムを予
め準備し、前記ポリカーボネートフィルム層の表面に前記光硬化性樹脂組成物を塗布した
後に硬化せしめて前記透明樹脂層を形成させることにより製造することができる。
【００３１】
　このように光硬化性樹脂組成物を塗布する方法としては、特に限定されず適宜公知の方
法を採用することができる。塗布装置としては、公知の塗布装置を採用することができる
が、塗布ヘッドを用いて硬化反応を起こすとゲル状の付着物が筋や異物の原因となるため
、望ましくは塗布ヘッドには紫外線が当たらないようにすることが好ましい。また、塗布
方式としては、グラビアコート、ロールコート、リバースコート、ナイフコート、ダイコ
ート、リップコート、ドクターコート、エクストルージョンコート、スライドコート、ワ
イヤーバーコート、カーテンコート、押出コート、スピナーコート等の公知の塗布方法を
採用することができる。
【００３２】
　また、光硬化性樹脂組成物を塗布した後に硬化せしめる方法としては、例えば、塗布後
の光硬化性樹脂組成物上に紫外線を発生させて照射して光硬化させるという紫外線照射法
を採用することができる。このような方法に用いる紫外線ランプとして、例えば、メタル
ハライドランプ、高圧水銀ランプ、低圧水銀ランプ、パルス型キセノンランプ、キセノン
／水銀混合ランプ、低圧殺菌ランプ、無電極ランプが挙げられる。これらの紫外線ランプ
の中でも、メタルハライドランプ又は高圧水銀ランプを用いることが好ましい。また、照
射条件はそれぞれのランプの条件によって異なるが、照射露光量は２０～１００００ｍＪ
／ｃｍ2の範囲であればよく、１００～１００００ｍＪ／ｃｍ2での範囲であることが好ま
しい。また、光エネルギーの有効利用の観点から、紫外線ランプには楕円型、放物線型、
拡散型等の反射板を取り付けることが好ましく、さらには、冷却対策として熱カットフィ
ルター等を取り付けてもよい。
【００３３】
　また、紫外線ランプの照射箇所には、冷却装置を取り付けることが好ましい。このよう
な冷却装置により、紫外線ランプからの発生する熱に誘発される射出成形用ハードコート
フィルム積層体の熱変形を抑制することができる。このような冷却装置の冷却方式として
は、空冷方式、水冷方式等の公知の方法を採用することができる。
【００３４】
　なお、このように紫外線照射法により光硬化性樹脂組成物を硬化せしめる場合には、紫
外線硬化反応はラジカル反応であるため酸素による反応阻害を受ける。そのため、光硬化
性樹脂組成物の硬化反応における酸素による反応阻害を抑制するという観点から、光硬化
性樹脂組成物を塗布した後にその表面を透明なプラスチックフィルムからなるカバー層で
覆うことが好ましい。また、このように光硬化性樹脂組成物の表面をカバー層で覆うこと
より、光硬化性樹脂組成物の表面における酸素濃度１％以下にすることが好ましく、０．
１％以下にすることが好ましい。このように酸素濃度を小さくするためには、表面に空孔
がなく、酸素透過率の小さい透明なプラスチックフィルムを採用することが好ましい。こ
のようなフィルムの材質としては、例えば、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）、Ｐ
ＥＮ（ポリエチレンナフタレート）、ＰＢＴ（ポリブチレンフタレート）、ＰＣ（ポリカ
ーボネート）、ポリプロピレン、ポリエチレン、アセテート樹脂、アクリル系樹脂、フッ
化ビニル系樹脂、ポリアミド、ポリアリレート、セロファン、ポリエーテルスルホン、ノ
ルボルネン系樹脂等のプラスチックが挙げられる。これらのプラスチックは、１種を単独
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でまたは２種以上を組み合わせて使用することができる。なお、このようなプラスチック
フィルムは、硬化後の光硬化性樹脂組成物（ハードコート層）との剥離が可能でなければ
ならないため、プラスチックフィルムの表面にシリコン塗布、フッ素塗布等の易剥離処理
が施されているものを用いることが好ましい。
【実施例】
【００３５】
　以下、実施例及び比較例に基づいて本発明をより具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に限定されるものではない。なお、特に断りのない限り「部」は「質量部」を表す
。
【００３６】
（実施例１）
　下記構造式（４）
【化３】

で表わされるシルセスキオキサン２５部、ジペンタエリスリトール（日本化薬社製、商品
名「ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ」）６５部、ジメチロールトリシクロデカンジアクリレー
ト（共栄社化学社製、商品名「ライトアクリレートＤＣＰ－Ａ」）１０部、及びヒドロキ
シシクロヘキシルフェニルケトン（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製、商品名「Ｉ
ＲＧＡＣＵＲＥ１８４」）２．５部を均一に攪拌混合した後、脱泡して液状の光硬化性樹
脂組成物を得た。
【００３７】
　次に、得られた液状の光硬化性樹脂組成物を、予めシランカップリング剤（信越化学工
業製、商品名「ＫＢＥ－９０３」）で表面処理したポリカーボネートフィルム（住友化学
製、商品名「テクノロイＣ０００」）に硬化後の厚みが０．０５ｍｍとなるように塗布し
た。そして、透明カバーフィルム（材質：ポリエチレンテレフタレート、波長５５０ｎｍ
での光透過率９０％以上）を塗工した光硬化性樹脂へ圧着してカバー層とした後、メタル
ハライドランプにて紫外線を６４００ｍＪ／ｃｍ2の照射露光量で照射して透明樹脂層を
硬化せしめることにより、図１に示すようなポリカーボネート樹脂からなる基材層４－透
明樹脂層（ハードコート層）２－カバー層３の三層構造からなる射出成形用ハードコート
フィルム積層体１を得た。
【００３８】
　次に、図２（ａ）に示すように、第１射出成形型５内にハードコートフィルム積層体１
を平面状のままカバー層３の一部が第１射出成形金型のキャビティー壁面に当接する態様
で配置した後、図２（ｂ）に示すように、第１射出成形金型の上に第２射出成形金型を重
ね合わせて閉締し、この状態で射出ゲートより金型内のキャビティーに、予め１２０℃で
２４時間乾燥せしめたポリカーボネート樹脂（出光株式会社製、商品名「タフロン１９０
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０」）を、樹脂温度２８０℃、金型温度８０℃、設定射出圧力１７００ｋｇ／ｃｍ2、射
出時間３秒の条件で射出することによって、図３に示すような厚み３ｍｍのポリカーボネ
ート樹脂からなる樹脂成形体７の表面にハードコートフィルム積層体１からなるハードコ
ート部を備えた射出成形体８を得た。
【００３９】
　上記のようにして得られたハードコート部を備えた射出成形体８について、以下のよう
にして表面硬度及び強度を評価した。結果を表１に示す。
【００４０】
　＜表面硬度評価法＞
　ハードコート部を備えた成形体に対してＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４　引っかき硬度（
鉛筆法）に準拠して行った。また、スチールウール試験を行った。スチールウール試験は
消しゴム試験機（株式会社本光製作所製）を用い、スチールウール＃００００を用いて行
い、荷重５００ｇでスチールウールを往復させた。
【００４１】
　＜強度評価法＞
　ハードコート部を備えた成形体に対して曲げ試験を行った。試験方法としては、中央が
開口している土台の上に（開口部：８０ｍｍ×５０ｍｍ）、１２０ｍｍ×３０ｍｍの試験
片を置き、上方から、押し芯先端Ｒ：ＳＲ５、速度：５ｍｍ／ｃｍ、押し込み深さ４０ｍ
ｍまで押し込んだときの曲げ応力、及びハードコート層の表面状態を観察した。
【００４２】
（実施例２）
　上記の液状の光硬化性樹脂組成物を硬化後の厚みが０．０２５ｍｍとなるように塗布し
、実施例１と同様の方法でハードコート部を備えた射出成形体８を得た後、実施例１と同
様に評価を行った。結果を表１に示す。
【００４３】
（実施例３）
　ポリカーボネートフィルムとＰＭＭＡフィルムとが貼り合わされたポリカーボネート・
ＰＭＭＡフィルム（住友化学製、商品名「テクノロイＣ００１」）のポリカーボネートフ
ィルム側を予めシランカップリング剤（信越化学工業製、商品名「ＫＢＥ－９０３」）で
表面処理した。表面処理したポリカーボネートフィルム側に上記の液状の光硬化性樹脂組
成物を硬化後の厚みが０．０７ｍｍとなるように塗布し、実施例１と同様の方法でハード
コート部を備えた射出成形体８を得た後、実施例１と同様に評価を行った。結果を表１に
示す。
【００４４】
（比較例１）
　上記の液状の光硬化性樹脂組成物を硬化後の厚みが０．０１５ｍｍとなるように塗布し
、実施例１と同様の方法でハードコート部を備えた射出成形体８を得た後、実施例１と同
様に評価を行った。結果を表１に示す。
【００４５】
（比較例２）
　比較例としてポリカーボネートシートの表面にアクリル系ハードコートが施された三菱
ガス化学製商品名ユーピロン・シートＭＲ５８（厚み０．６５ｍｍ）を貼着して、実施例
１と同様に評価を行った。結果を表１に示す。
【００４６】
（実施例４）
　上記の液状の光硬化性樹脂組成物を、予めシランカップリング剤（信越化学工業製、商
品名「ＫＢＥ－９０３」）で表面処理したＰＭＭＡフィルム（住友化学製、商品名「テク
ノロイＳ００１Ｇ」）に硬化後の厚みが０．１ｍｍとなるように塗布し、実施例１と同様
の方法で射出成形用ハードコートフィルム積層体１を得た。その後、実施例１と同様の方
法で射出樹脂をＰＭＭＡ樹脂（住友化学製、商品名「スミペックス　ＨＴ５５Ｘ」）にし
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件で射出することによって、図３に示すような厚み１．６ｍｍのＰＭＭＡ樹脂からなる樹
脂成形体７の表面にハードコートフィルム積層体１からなるハードコート部を備えた射出
成形体８を得た。実施例１と同様に評価を行った結果を表１に示す。
【００４７】
（実施例５）
　上記構造式（４）で表わされるシルセスキオキサン１５部、ジペンタエリスリトール（
日本化薬社製、商品名「ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ」）５５部、ジメチロールトリシクロ
デカンジアクリレート（共栄社化学社製、商品名「ライトアクリレートＤＣＰ－Ａ」）３
０部、及びヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン（チバ・スペシャリティ・ケミカル
ズ社製、商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４」）２．５部を均一に攪拌混合した後、脱泡し
て液状の光硬化性樹脂組成物を得た。
【００４８】
　上記の液状の光硬化性樹脂組成物を硬化後の厚みが０．０５０ｍｍとなるように塗布し
、実施例１と同様の方法でハードコート部を備えた射出成形体８を得た。実施例１と同様
に評価を行った結果を表１に示す。
【００４９】
（実施例６）
　上記構造式（４）で表わされるシルセスキオキサン７０部、ジペンタエリスリトール（
日本化薬社製、商品名「ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ」）２０部、ジメチロールトリシクロ
デカンジアクリレート（共栄社化学社製、商品名「ライトアクリレートＤＣＰ－Ａ」）１
０部、及びヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン（チバ・スペシャリティ・ケミカル
ズ社製、商品名「ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４」）２．５部を均一に攪拌混合した後、脱泡し
て液状の光硬化性樹脂組成物を得た。
【００５０】
　上記の液状の光硬化性樹脂組成物を硬化後の厚みが０．０５０ｍｍとなるように塗布し
、実施例１と同様の方法でハードコート部を備えた射出成形体８を得た。実施例１と同様
に評価を行った結果を表１に示す。
【００５１】
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【表１】

【００５２】
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（参考例）
　上記実施例１で用いた液状の光硬化性樹脂組成物を硬化後の厚みが０．０５０ｍｍとな
るように基材層用のＰＥＴ上に塗布し、その上から別のカバー層用のＰＥＴを、塗工した
光硬化性樹脂へ圧着した後、超高圧水銀ランプにて紫外線を６４００ｍＪ／ｃｍ2の照射
露光量で照射してハードコート層を硬化せしめた。硬化後、基材層用及びカバー層用のＰ
ＥＴをそれぞれ剥離することによってハードコート層のみのフィルムを得た。
【００５３】
＜光線透過率測定＞
　ハードコート層のみの光線透過率は分光光度計（株式会社日立製作所製、Ｓｐｅｃｔｒ
ｏｐｈｏｔｏｍｅｔｅｒ　Ｕ－４０００）で測定したところ、５５０ｎｍでの透過率９１
．７％であった。結果を図４に示す。
【００５４】
＜動的粘弾性測定＞
　ハードコート層のみのガラス転移温度は動的粘弾性測定装置（株式会社ユービーエム製
、ＤＶＥ－Ｖ４レオスペクトラー）で測定した。結果は図５に示したとおりであり、tan
δで表されるガラス転移温度は２３０℃までの測定では観測されなかった。なお、ここで
、Ｅ'は貯蔵弾性率を示し、Ｅ''は損失弾性率を示し、tanδ＝Ｅ''／Ｅ'である。
【００５５】
　また、実施例５及び実施例６で用いた光硬化性樹脂組成物についても同様に光線透過率
、動的年弾性測定を行ったが、いずれも透過率９０％以上であり、２３０℃までの測定で
ガラス転移温度は観測されなかった。
【符号の説明】
【００５６】
１：射出成形用ハードコートフィルム積層体
２：ハードコート層
３：カバー層
４：基材層
５：第１射出成形型
６：第２射出成形型
７：樹脂成形体
８：射出成形体
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